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2017年 5 月23日に開催された法学部学術研究会において，標題のもと
に研究報告を行った。本稿は，その概略を示すものである。報告者は
2016年度，本学の教員留学（在外研究）の制度の適用を受けて，約 1 年
間，ロンドン大学高等法学研究所（Institute of Advanced Legal Studies, 
University of London）で研究する機会を得た。本報告は，その際の研究
活動報告を兼ねる。なお，後述する今後の課題を踏まえて，別稿を公表す
る予定である。
本稿では原則として注記は最低限にとどめ，さしあたり，本稿を取り
まとめるに際して用いた参考文献を本稿末尾に掲記するにとどめる。また，
当日の研究会参加者からいただいた指摘などを踏まえ，構成と説明方法を
若干変更している箇所があるが，論旨に変更はない。
Ⅰ．イギリス名誉毀損法の基本構造
イギリスは近時「2013年名誉毀損法（Defamation Act 2013）」の制定・
施行によって，従来の名誉毀損法に決して小さくない変化が加えられた。
本報告ではそうした変化の中でも，新聞，雑誌，テレビ，ラジオといった
その他（研究会報告）
法学部では2017年 5 月23日に前田聡准教授を報告者とする学術研究会を開催した。以下はその
報告要旨である。
イギリス名誉毀損法における
「公的関心事の公表」の抗弁について
前　田　　　聡
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マス・メディアによる名誉毀損を念頭に「公的関心事の公表（Publication 
on matter of public interest）」の抗弁の導入に注目する。なお，周知の通
りイギリスにおいて名誉毀損（defamation）は，ライベル（libel，文書に
よる名誉毀損）とスランダー（slander，口頭による名誉毀損）とに別れ，
それぞれ成立要件等で違いがある。マス・メディアによる名誉毀損を念頭
に置く本稿は，以下，ライベルに焦点を当てる。
名誉毀損は，問題の言明がⅰ内容が名誉毀損的であること（原告につい
て，right-thinking members of society の評価を低めるようなものや，原
告を敬遠させる傾向をもつもの，原告をあざけりやさげすみにさらすよう
なもの）であること，ⅱ公表されていること，ⅲ原告に言及しているもの
であること，の 3 点により成立する。これに2013年名誉毀損法により「深
刻な被害（serious harm）」の要件が加えられた。また，一定の場合に名
誉毀損の法的責任を免れさせるものとして，次のような免責事由が認めら
れてきた。すなわち，⑴真実性の抗弁（問題の言明が実質的に真実であっ
た場合には，原則としてそれをもって免責を認める。従来 justification の
名の下に認められてきたが，2013年名誉毀損法は「真実性の抗弁」として
制定法化した），⑵特権（一定の場面における名誉毀損的言明について一
切の責任追及を遮断する絶対的特権 absolute privilege と，問題の名誉毀
損的言明の公表者と受領者との間に当該言明をやりとりする利益・義務が
存在すると判断される場合に認められる条件付特権 qualified privilege と
が存在する。後者につき後述Ⅱも参照），⑶公正な論評（真実，あるいは
特権を付与された言明にかかる事実に対する論評は，それが名誉毀損的
であったとしても免責される。2013年名誉毀損法によって「誠実な意見 
honest opinion」に代置された）である。ただ，いずれにしてもマス・メ
ディアにとってこれらの免責事由は利用しづらく，イギリスの名誉毀損法
の報道機関に対する態度は，たとえば合衆国と比して unsympathetic で
あるなどと評されることがある［Alder 2015: 525］。
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Ⅱ．いわゆるレイノルズ特権とその展開
かかる状況を変える可能性があるのが，2013年名誉毀損法によって新た
に導入された「公的関心事の公表」の抗弁である。これは今から遡ること
20年近く前の，レイノルズ対タイムズ・ニュースペーパー事件（Reynolds 
v Times Newspapers ［1999］ 4 All E.R. 609）で判例上確立されたいわ
ゆる「レイノルズ特権」に由来する。この事件は，元アイルランド首相
（Taoisearch of Ireland）で保守党所属のアルバート・レイノルズ（Albert 
Reynolds）が，サンデータイムズ紙（The Sunday Times）を刊行するタ
イムズ・ニュースペイパー社（Times Newspapers Ltd）やその編集者ら
を被告として名誉毀損による損害賠償を求める訴訟を提起した，というも
のである。レイノルズ側の主張によると，問題とされた記事は，レイノル
ズの首相および保守党党首の辞任へと至る政治的混乱に際して，レイノ
ルズが議会に対して極めて重要な情報を隠して議会を欺くとともに，保守
党とともに連立政権を構成する労働党の閣僚に対しても当該情報を隠して
欺いたと主張するものであった。本報告の主題との関係で重要なのは，被
告側代理人であるレスター卿（Lord Lester of Herne Hill, QC）は，本件
において政治的問題についての議論に由来する一般公衆に対する公表につ
いて，条件付特権の適用を認めるべきである旨の主張をしている点である。
結論的には被告側の主張は認められなかったものの，条件付特権の成否に
関わって重要な判断が示された。この点を中心に控訴審判決（Reynolds 
v Times Newspapers ［1998］ 3 W.L.R. 862）と貴族院判決を紹介する。ま
ず，控訴院判決では，問題の事案において条件付特権の成立が認められる
か否かを判断するにあたり，次のように述べた上で，従来条件付特権の成
否を判断するに用いられてきた「利益・義務テスト」と呼ばれる判断基準
に加えて，「状況審査」と呼ばれる判断基準を導入した。すなわち，「個々
の事案における根本的な問題とは，個別の公表の機会（occasion）が，そ
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のそれぞれにおける諸状況の観点から，特権を生じさせる要因を含んでい
るか否か」であるとしたうえで，コモン・ロー上の条件付特権を適用する
に際して，次の 3 つの要件を満たす必要がある旨判示する。まず，第一に，
「公表者は，その者に課せられた，問題の題材が公表された者たちに対し
て，問題の題材を公表するという法的，道徳的あるいは社会的な義務の下
にあったのか」という「義務審査（the duty test）」，第二に，「問題の題
材を公表された人々」（一般に，これらの人々は公表者と何らかの関係を
持っていることが想定されるが，マス・メディアと一般公衆との関係にお
けるような一般公衆であってもよい）が，かかる題材を受け取るべき利益
を有していたといえるか否かという「利益審査（the interest test）である。
これらは従来条件付特権の成否にあたって考慮された判断基準であったが，
同判決はこれに加えて新たに，「問題の題材の本質，地位，そして源と，
公表の諸状況（the circumstances of the publication）が，公表が公益に
ついてのものとして，明示の悪意が立証されることなく保護されるような
ものであるのか」否かを判断するという「状況審査（the circumstantial 
test）」を導入した。
これに対して貴族院判決では，被告側の，「政治上の情報」に対する条
件付特権の承認を求める主張を退けつつも，その一方で「責任あるジャー
ナリズム」テストと称される，条件付特権付与の可否を判断する新たな判
断枠組みを提示した。この判断枠組みは，条件付特権を付与するか否かを
判断するに当たり，あくまで例示的なものであるとしたうえで，次の10点
の要素を考慮すべきとしている。すなわち，⑴当該主張の重大さ，⑵情報
の本質，および主題が公共の関心事であるその程度，⑶情報源，⑷情報を
立証するために採られた手段，⑸当該情報を取り巻く状況，⑹情報の緊急
性，⑺原告からのコメントを得ようとしたか否か，⑻当該記事が原告側の
主張の要点を含むものであったか否か，⑼当該記事の論調，⑽公表時期を
含む当該公表についての諸状況といった諸点を考慮して，問題の名誉毀損
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的言明に条件付特権の成立を認めるか否かを判断すべきであるとしたわけ
である。これがいわゆる「レイノルズ特権」と称されるものである。
その後，いくつかの事件でレイノルズ特権の成否が問題となったが，レ
イノルズ特権の適用が最上級審で認められたケースとして，Jameel v 
Wall Street Journal 事件貴族院判決がある（［2006］ UKHL 44. なお，こ
の判決については，後掲の横田，2007年によって，日本でも紹介・検討が
行われている）。上告審では，①公益事項か否かは記事全体から判断すべ
きであって，問題の言明のみを独立に参照することによって判断すべきで
はなく，②また下級審は原告側からコメントをとることについて硬直的に
捉えすぎており，より一般的にはレイノルズ判決で下された諸要素を柔軟
に解釈，適用すべきとの判断を示した。
Ⅲ．2013年名誉毀損法 4条
　　―「公的関心事の公表」の抗弁の導入―
上述した，いわゆる「レイノルズ特権」の制定法化をはじめとして，イ
ギリス名誉毀損法に重要な変化をもたらす可能性のある議会制定法とし
て，2013年名誉毀損法が制定，施行された（これについては，後掲の岡久，
2014年を参照。なお以下の訳出に際しては同論文の訳出も参照しつつ，報
告者において訳出を行なっている）。名誉毀損法改革の動きの背景にはい
くつかの事情を看取することができる。たとえば，「ライベル・ツーリズ
ム」（外国人，とりわけアメリカ人を相手として，他国の人間が英国内で
名誉毀損訴訟を提起するケースが存在。主としてそれに対する防衛策の一
環として，アメリカで2008年から2010年にかけて，海外で下された名誉毀
損訴訟の判決の執行を阻止する法律が制定された）への対応，国内の文筆
家，ジャーナリストらが構成する団体による名誉毀損法改革運動（その
成果として “Free Speech Is Not for Sale” というパンフレットが2009年
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に公刊され，報道機関等に対する名誉毀損の免責の可能性を広げるため
の提案を行った），さらにいわゆる SLAPP（Strategic Litigation Against 
Public Participation, 公的参加を妨げるための戦略的訴訟）問題への対応
といった点が挙げられる。
こうした事情を背景として，2013年に成立（2014年より施行）した2013
年名誉毀損法は，名誉毀損の成立を限定する機能をもつことになる「深刻
な被害（serious harm）」要件の導入を図るとともに，従来コモン・ロー
上認められてきた各種の抗弁を整理し，制定法化した。また，SLAPP，
ライベル・ツーリズム対策としていくつかの方策を設けている（科学・学
術雑誌等においてピア・レビューに付された言明に対する条件付特権やイ
ギリス国内に居住していない者による名誉毀損訴訟提起の要件の厳格化な
ど）。
こうした名誉毀損法改革の一環として，先に紹介した「レイノルズ特
権」が，同法4条において「公的関心事の公表」の抗弁として位置付けら
れた。すなわち同法4条1項は「被告が以下の事項を証明することは名誉毀
損の訴えに対する抗弁となる」として，「訴えられた言明が，公的関心事，
またはその一部を為すものであったこと」かつ「被告が，訴えられた当該
言明が公的関心事のうちにあるものと合理的に信じていたこと」を要件と
する抗弁を制定法により導入したのである（あわせて，同 6 項では，「レ
イノルズ抗弁として知られるコモン・ロー上の抗弁は，廃止される」とし
て，この抗弁が従来の「レイノルズ特権」に代置するものであることを明
らかにしている）。
Ⅳ．レイノルズ特権／2013年名誉毀損法 4条の意義と課題
以上，「レイノルズ特権」および2013年名誉毀損法 4 条によって導入さ
れた「公的関心事の公表」の抗弁の概略を見てきたが，以下，論者によっ
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て指摘されている意義・課題について簡単に紹介しておく。
「レイノルズ特権」，およびそれを受け継ぐ「公的関心事の公表」の抗弁
の意義として挙げられるのは，「萎縮効果」の除去，つまり，従来の名誉
毀損法が課してきた（厳しい）法的責任の追及がマス・メディアの報道活
動を萎縮させる危険性を低減させる，という点である。この点については，
たとえば，具体的には次のような指摘がある。すなわち，①現代の民主的
な社会では，政治権力の行使や公の重要性を帯びた諸問題についてひろく
情報伝達を行う自由は不可欠のものであり，②仮にその自由の行使が，か
なりの損害賠償を支払わなければならないという恐れ―ライベルについ
ていわゆる『萎縮』効果―によって不当に制限されていないのならば，
事実についての過誤に対する一定の許容がメディアに対して認められなけ
ればならない。③そして，ある種の条件付特権の形態が，名誉に対する適
切な保護を提供し続ける一方で，拡張された表現の自由を保護する方法と
してもっとも適切である，という［Williams 2000］。
他方で，こうした懸念も指摘されてもいる。たとえば，2013年名誉毀損
法制定，施行前の指摘として，レイノルズ特権は「表現の自由と名誉権と
の調整において一貫したアプローチを提供しない可能性がある」という指
摘がなされていた［Barendt 2012: 61］。また，レイノルズ事件貴族院判決
が示すような様々な考慮要素を複合的に考慮するような判断手法は，「メ
ディア各社にとって，いつ，そしてどのようにして拡張されたコモン・
ロー上の条件付特権が適用されるのかについて，不確実さを生み出してし
まった」との指摘も存在する［Weaver 2016: 94］。
Ⅴ．結びに代えて―今後の研究について―
以上，ごく概略の紹介にとどまるが，最後に今後の検討課題について述
べる。まず，2013年名誉毀損法によって導入された「公的関心事の公表」
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の抗弁の運用状態を注視したい。とりわけ，運用の仕方次第では，先に紹
介したような「不確実さ」とそれにともなう「萎縮効果」の懸念が現実化
するはずだからである。
次に，「公的関心事の公表」の抗弁がとるような，諸事情を総合的に考
慮し，免責の可否を判断するアプローチ（これをさしあたり「衡量型ア
プローチ」としておく）が取られる理由である。周知の通り，同じコモ
ン・ローの伝統を共有する国でもアメリカ合衆国は，1964年のニューヨー
ク・タイムズ対サリヴァン事件（New York Times v. Sullivan, 376 U.S. 
254 （1964））で採用された，いわゆる「現実の悪意」の法理を中心とした
免責ルールが確立されている。「現実の悪意」の法理は，一定の属性を満
たす者に対する名誉毀損的言明を免責するアプローチ（これを「範疇型ア
プローチ」としておく）であり，「衡量型アプローチ」とはかなり異なる。
また，近時，コモン・ロー諸国において名誉毀損の免責ルールについては，
「衡量型アプローチ」と「範疇型アプローチ」をとる国とが別れているよ
うに見受けられ，イギリスをはじめとして，この点を踏まえた比較研究が
活発に行われている印象である。「衡量型／範疇型」という区分を用いて
言えば，おそらく「衡量型」に分類することができる日本の名誉毀損法に
ついての考察を進めるにあたり，イギリスとアメリカ（可能であればそれ
以外のコモン・ロー諸国）を対比しながら研究を進める必要があると感じ
ている。
さらに，2013年名誉毀損法の「公的関心事の公表」の抗弁にいわゆる
「公的関心事」とは何か。関連するプライバシー保護の問題も意識しつつ，
この点についても検討を進めることが必要であると思われる。
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